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※本プロポーザルは、令和５年度 12月補正予算の成立前に準備行為として実施するも

のであり、当該予算が減額又は否決された場合、変更又は中止することがある。 

 

令和５年度 

地域おこし協力隊業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１．目的 

 本要領は、地域おこし協力隊の募集にあたり、公募型プロポーザル方式により優先交

渉権者を選定するための、各種手続、要件、審査等の内容について、必要な事項を定め

るものです。 

 

２．業務概要 

 （１）業務名 

    地域おこし協力隊募集業務委託 

 （２）業務概要 

    別添１「地域おこし協力隊募集業務仕様書」のとおり 

 （３）業務の委託期間 

    契約締結の日から令和６年３月 29日（金）まで 

 （４）提案上限額 

     3,000,000円（消費税及び地方消費税を含む） 

   ※提案上限額は、契約時の予定価格ではなく提案内容の規模を示すためのものです。 

   ※最終的な実施内容、契約金額については、町と協議した上で決定します。 

 

３．参加資格 

  次の要件を全て満たす法人であることを条件とします。 

 （１）プレゼンテーション及びヒアリングの当日までに、本町競争入札参加の資格を有

する者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

者でないこと。 

（３）破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定による破産手続

開始の申立て（同法附則第３条に規定する申立てを含む。）、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）第１７条の規定による更正手続開始の申立て（同法附則第２条

に規定する申立てを含む。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１

条の規定による再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

（４）本町の入札参加指名停止措置を受けていない者であること。 
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（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員がその役員となっている法人その他暴力団員が経営

に関与していないと認められるもので、適正な競争を妨げる恐れがないと認めら

れるもの。 

（６）参加表明書の提出の時点において、国、都道府県及び市町村税の滞納がないこと。 

 

４．スケジュール 

  ① 募集の開始 

令和５年 11月 17日（金） 

   ② 質問書の受付期限 

     令和５年 11月 24日（金）正午 必着 

   ③ 質問書の回答期限 

令和５年 11月 28日（火） 午後５時 

※町ウェブサイトにて回答します。個別回答はしません。 

  ④ 参加表明書等の提出期限 

令和５年 11月 30日（木）午後５時 必着 

  ⑤ 企画提案書の提出期限 

    令和５年 12月５日（火）午後５時 必着 

  ⑥ プレゼンテーション及びヒアリング（審査） 

    令和５年 12月８日（金）（予定） 

  ⑦ 審査結果通知 

    令和５年 12月中旬（予定） 

  ⑧ 事業者決定・契約締結 

    令和５年 12月中旬（予定） 

 

５．提出先・問合せ先  

 郵便番号 ０３９－２７９２ 

 住  所 青森県上北郡七戸町字森ノ上１３１－４ 

 担当部署 七戸町企画調整課 

 電話番号 ０１７６－６８－２９４０ 

 Ｆ Ａ Ｘ ０１７６－６８－２８０４ 

 Ｅ－mail kikaku02@town.shichinohe.lg.jp 

 

６．参加表明書等の提出 

本要領に基づく提案書の提出を希望する者は、次に掲げる参加表明書及びその添

付書類を提出してください。なお、提出された書類等は返却しません。 
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  （１）提出書類 

    ア 参加表明書（様式１） 

    イ 会社概要（様式任意、会社案内パンフレット等で可） 

    ウ 業務実績書（様式２） ※業務実績はそれぞれ最大 4件まで 

    エ 実施体制一覧表（様式３） 

    オ 工程表（様式任意） 

  （２）提出部数 各１部 

  （３）提出方法及び提出先 

    ア 提出方法 

      持参、郵送のうちいずれか 

     ○持参の場合：土曜、日曜及び祝日等の閉庁日を除く午前９時から午後５時まで 

     ○郵送の場合：一般書留、簡易書留等、記録の残る方法に限ります。 

     

    イ 提出先 

      本要領「５．提出先・問合せ先」と同様 

  （４）提出期限 令和５年 11月 30日（木）午後５時 必着 

  （５）参加表明後の辞退 

参加表明書等を提出した後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式５）を提出し

てください。 

 

 ７．質問の受付及び回答 

  （１）受付期限 令和５年 11月 24日（金）正午 必着 

  （２）質問書の提出方法 

     質問書（様式４）に記入の上、本要領「５．提出先・問合せ先」に記載の FAXま

たは電子メールにて提出してください。 

  （３）質問に対する回答 

     質問及び回答は、質問書の受付終了後、令和５年 11月 28日（火）午後５時まで

に町ウェブサイトで公開します。公開した回答内容は、質問者への回答及び募集要

項に対して追加又は修正したものとみなします。なお、応募状況などの質問は受け

付けしません。 

 

 ８．企画提案書等の提出 

  （１）提案内容 

 仕様書の内容について、別添１「地域おこし協力隊募集業務委託仕様書」を参照

の上、実施や分析に当たっての考え方や手法等を提案してください。 

  （２）提出書類 
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提出期限までに次の書類を提出してください。なお、提出された書類は返却しま

せん。 

    ア 企画提案書送付状（様式任意、押印必要） 

※必ず送付年月日、事業者名を記載してください。 

    イ 企画提案書（様式任意） 

    ウ 見積書（様式任意） 

    エ 運用経費に係る内訳書（様式任意） 

  （３）提出部数 

     上記イのみ９部、それ以外は１部提出してください。また、上記イについて、９

部のうち１部のみに会社名を明記し、残りの部数には提出者名等（※）を記入しな

いでください。上記イは別途、電子データ（CD、DVD等の記録媒体）で提出してく

ださい。なお、提出された電子データの記録媒体は返却しません。 

（※）「提出者名等」とは、会社名、代表者名、愛称、社章、ロゴなど提出者を特

定できる表現のことを指します。 

  （４）提出方法及び提出先 

    ア 提出方法 

      持参又は郵送 

     ○持参の場合：土曜、日曜及び祝日等の閉庁日を除く午前９時から午後５時まで

とします。 

     ○郵送の場合：一般書留、簡易書留等、記録の残る方法に限ります。なお、提出

期限を過ぎて到着したものは無効とします。 

    イ 提出先 

      本要領「５．提出先・問合せ先」と同様 

  （５）提出期限 令和５年 12月５日（火）午後５時 必着 

  （６）企画提案書の書式等 

ア 表紙には「地域おこし協力隊募集業務委託公募型プロポーザル 企画提案書」

と記載してください。 

イ 企画提案書のページ数は３０ページ以内とする。（表紙、目次はページ数に含

まない。） 

    ウ 日本工業規格Ａ４（縦）として、横書きで記載し、両面印刷で提出してくださ

い。ただし、業務工程表はＡ３横でも構わないものとしますが、その場合は２

ページとしてカウントします。 

    エ 文字サイズは 10.5ポイント以上とします。 

    オ 使用言語、通貨及び単位は日本語及び日本国通貨とします。 

    カ 別添２「地域おこし協力隊募集業務委託に係る事業者選定基準」にある「評価

項目」が明らかになるよう記載してください。 
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    キ 印刷の色は、カラー、白黒を問いません。 

    ク 記号や略称等を使用する場合、初出の箇所に説明を記載してください。 

    ケ 提案上限額の範囲内で、仕様書に記載する以外に本業務の目的に照らして有

効な提案を盛り込むことは妨げません。 

    コ ヒアリングに使用する資料については、社名等を特定できる情報は含まない

ようにしてください。 

（７）見積書 

ア 提出部数 各１部 

イ 見積記載金額は、消費税及び地方消費税を含めた金額を記載し、提案上限額を

超えないこと。 

ウ 封入押印した状態で提出すること。 

  （８）運用経費に係る内訳書 

     地域おこし協力隊募集業務の経費がわかる内訳書を提出してください。記載す

る金額は税込みとしてください。 

 

９．ヒアリング（審査）の実施 

提案書記載内容について、次のとおりヒアリングを実施します。なお、審査は非公開

とします。 

参加申込が６者以上あった場合、地域おこし協力隊募集業務委託プロポーザル選定

審査委員において、1次審査として、ヒアリングの実施前に、企画提案書等の内容を書

類審査し、ヒアリングに参加する者を５者に選定する場合があります。 

  （１）日程・会場（予定） 

      12月８日（金） 七戸町役場 本庁舎２階 第 1・2会議室 

（２）出席者 

ヒアリングの出席者は５名以内とし、提案内容の説明及び質疑応答については、

実施体制一覧表に記載されている方が行ってください。 

（３）所要時間 

ヒアリングに係る合計所要時間は１事業者あたり４０分程度の予定で、内訳は

以下のとおりです。（準備や片付けの時間は含みません） 

説  明 ３０分以内 

質疑応答 １０分以内 

   選考会で使用するパソコンやインターネット通信環境等は各自で用意してくだ

さい。（スクリーン、プロジェクターは町で用意します） 

（４）その他 

  ア 本プロポーザルへの参加に係る書類を不備なく提出した事業者のみ参加でき

ることとします。ヒアリングの日時や詳細は、提出された書類を確認後、別途
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参加者に連絡します。 

   イ 総合点が満点の６割に満たない場合は、「該当者なし」とします。また、対象

となる事業者が１者の場合でも、ヒアリングを実施し、総合点が満点の６割に

満たない場合は、「該当者なし」とします。 

   ウ 提案内容の説明は、企画提案書に沿った内容とします。企画提案書記載の一部

内容を抜粋し、拡大表示するなど画面上の見やすさを目的とした加工は認め

ます。 

エ ヒアリングは匿名で行うため、事業者名等は名乗らないでください。 

 

 

10．事業者の選定 

別添２「地域おこし協力隊募集業務委託に係る事業者選定基準」に沿って審査、採点

し、提案評価第１位通過者を選定します。 

選定終了後、選定結果を全ての参加事業者に文書で通知します。 

提案評価第１位通過者に選定された事業者との契約締結交渉の結果、合意に至らな

かった場合又は前記「３．参加資格」の要件を満たさなくなったとき、若しくは不正と

認められる行為をしたことが判明した場合は、提案評価第２位に選定された事業者と

交渉を行います。 

 

11．業務委託契約 

（１）委託内容 

詳細については、契約締結交渉の際に仕様等の調整を行い、確定します。 

（２）契約方法 

随意契約 

（３）契約保証金 

要する。ただし、七戸町財務規則第１５９条各号のいずれかに該当する場合は、

免除とします。 

（４）委託料の支払条件 

完了払とし、本業務の完了検査後、請求に基づき支払います。 

 

12．参加者の失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

（１）前記「３．参加資格」の応募資格要件を満たさなくなった場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為があった場合 

（４）見積書の見積額（税込価格）が前記「２業務概要（４）」の提案上限額を超えて
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いる場合 

 

13．提案公募の中止等 

町が止むを得ない理由等により提案公募を実施することができないと認めるときは、

提案公募の実施を中止することができます。 

 

14． 適正な労働条件の確保 

業務の遂行に当たっては、労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規を遵守し、

適正な労働条件の確保に努めること。 

 

15．その他留意事項 

（１）七戸町に関する資料はいずれも七戸町ホームページに掲載されているものをダウ

ンロードして入手してください。 

（２）提案書の作成・提出、ヒアリングへの参加等の本プロポーザルに係る経費は、全

て参加者の負担とします。なお、止むを得ず本プロポーザルが中止となった場合で

も、同様とします。 

（３）本プロポーザルは、随意契約の優先交渉権者を選定するものであり、契約の締結

を担保するものではありません。 

（４）提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国

以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザ

インなどを使用した結果生じる責任は、参加者が負うものとします。 

（５）書類提出後の提案等の修正又は変更、追加は一切認めません。 

（６）選定業者が契約までに「３．参加資格」を満たさなくなった場合は、失格とし、

契約を締結しないこととします。 

（７）契約締結後においても、受注者が本プロポーザルにおいて失格事項に該当してい

たことが明らかになった場合又は本プロポーザルにおける企画提案書において著

しく実現性からかい離した提案を行っていたことが明らかとなった場合は、町は

受注者との契約を解除することができることとします。この場合、町は損害賠償等

の責は負いません。 

（８）審査結果（参加者名、点数、順位）は公表します。 

（９）町は、本プロポーザルに関し公表が必要と認める場合には、業務提案書を無償で

使用し、複製の作成及び公開できるものとします。公開の際は、事業者名を明示す

る場合があります。 

（10）この要領に定めのない事項又は疑義が生じたときは、別途協議するものとします。 

 


